
地域別・業種別・残存期間別 

信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高（証券化エクスポージャーを除く） 

（単位：百万円） 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 自己資本の充実度に関する事項 

・・・・・・・・・・ 信用リスクに関する事項（証券化エクスポージャーを除く） 

国 内  

国 外  

地 域 別 合 計  

製 造 業  

農 ・ 林 ・ 漁 業  

鉱 業  

建 設 業  

電気・ガス・熱供給・水道業 

情 報 通 信 業  

運 輸 業  

卸 売 業 、小 売 業  

金 融 ・ 保 険 業  

不 動 産 業  

各 種 サ ー ビ ス  

国・地方公共団体等 

個 人  

そ の 他  

業 種 別 合 計  

1 年 以 下  

1 年 超 3 年 以 下  

3 年 超 5 年 以 下  

5 年 超 7 年 以 下  

7 年 超 1 0 年 以下  

1 0 年 超  

期間の定めのないもの 

残 存 期 間 別 合 計  

三月以上延滞 

エクスポージャー 

 
債　　券 

地域区分 
業種区分 
期間区分 

エクスポージャー 

　　区分 

信用リスクエクスポージャー期末残高 

貸出金、コミットメント及び 
その他のデリバティブ以外の 

オフ・バランス取引 
 

平成１８年度 平成１９年度 平成１８年度 平成１９年度 平成１８年度 平成１９年度 平成１８年度 平成１９年度 

３４,７３７ 

－ 

３４,７３７ 

２,１８２ 

２４６ 

２２９ 

３,６６９ 

７ 

－ 

３３９ 

３,９２５ 

１,６４１ 

１,３９７ 

３,５４９ 

５,２６４ 

１２,２２６ 

５６ 

３４,７３７ 

９,０１１ 

５,５６０ 

４,４３７ 

２,９４４ 

※９,０３７
 

 

３,７４５ 

３４,７３７ 

 

７２,６８４ 

３,３９０ 

７６,０７４ 

３,８６６ 

３０９ 

１７９ 

４,２４８ 

１,２７２ 

１４ 

８５８ 

４,２３５ 

１２,４６９ 

１,６２８ 

４,４６９ 

１５,２９９ 

１０,４０１ 

１６,８２７ 

７６,０７４ 

１０,７３９ 

１１,７２８ 

１０,５６８ 

５,３７２ 

８,９００ 

７,６３０ 

２１,１３７ 

７６,０７４ 

 

６９,４８６ 

３,９２０ 

７３,４０６ 

３,７８４ 

２４６ 

２３４ 

３,６６９ 

１,１５３ 

１５ 

９５６ 

４,３３４ 

１８,７３９ 

１,５９４ 

３,６５７ 

１６,８２８ 

１２,２２６ 

５,９７１ 

７３,４０６ 

１６,２０７ 

２０,４５５ 

９,０７３ 

５,３８２ 

※１６,４３０ 
 

５,８５９ 

７３,４０６ 

 

３４,８２２ 

－ 

３４,８２２ 

２,３９２ 

３０９ 

１７９ 

４,２４６ 

２０ 

－ 

３３５ 

３,９１８ 

１,７０５ 

１,５２６ 

４,４６２ 

５,３２４ 

１０,４０１ 

５ 

３４,８２２ 

７,１３７ 

５,９９３ 

４,８２７ 

３,０８５ 

５,３４５ 

４,２７８ 

４,１５７ 

３４,８２２ 

 

２０,７１４ 

３,９２０ 

２４,６３４ 

１,１７８ 

－ 

－ 

－ 

１,１１８ 

－ 

５９２ 

３９２ 

７,９６８ 

１９６ 

９９ 

１１,５６４ 

－ 

１,５２７ 

２４,６３４ 

２,４３２ 

７,７３５ 

４,６３６ 

２,４３８ 

３,１２２ 

４,２７１ 

－ 

２４,６３４ 

 

２０,８８６ 

３,３９０ 

２４,２７６ 

１,０８９ 

－ 

－ 

－ 

１,２１３ 

－ 

４９９ 

３００ 

１０,７０２ 

１００ 

－ 

９,９７５ 

－ 

３９６ 

２４,２７６ 

３,６０２ 

５,７３５ 

５,７４１ 

２,２８７ 

３,５５５ 

３,３５２ 

－ 

２４,２７６ 

 

２３８ 

－ 

２３８ 

５０ 

１７ 

－ 

５０ 

－ 

－ 

－ 

１６ 

－ 

－ 

４４ 

－ 

５９ 

－ 

２３８ 

 

２１３ 

－ 

２１３ 

０ 

６６ 

－ 

７４ 

－ 

－ 

－ 

１３ 

－ 

－ 

１３ 

－ 

４６ 

－ 

２１３ 

 

（注） １．オフ・バランス取引は、デリバティブ取引を除く。 
２．「三月以上延滞エクスポージャー」とは元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヶ月以上延滞しているエクスポージャーのこと
です。 

３．上記の「その他」及び「期間の定めのないもの」は、裏付となる個々の資産の全部を把握することが困難な投資信託等及び業種区分
に分類することが困難なエクスポージャーです。具体的には現金、投資信託、固定資産、債務保証等が含まれます。 

４．上記※印欄につきましては７年超１０年以下と１０年超の合計額を記載しております。 
 

１．リスク管理の方針および手続きの概要 
　信用リスクとは、取引先の倒産や財務状況の悪化などにより、当金庫が損失を受けるリスクをいいます。当金庫
では信用リスクを当金庫が管理すべき最重要のリスクであるとの認識のうえ、与信業務の基本的な理念や手続
き等を明示した「クレジットポリシー」を制定し、広く役職員に理解と遵守を促すとともに、信用リスクを確実に認
識する管理態勢を構築しております。 
　信用リスクの評価につきましては、当金庫では厳格な自己査定を実施しております。また、信用リスクの計量化
に向け、準備を進めているところです。 
　以上、一連の信用リスク管理の状況につきましては、統合リスク管理委員会およびＡＬＭ作業部会で協議検討
を行うとともに、必要に応じて理事会に報告する態勢を整備しております。 
　貸倒引当金は「自己査定基準」および「資産の償却・引当基準」に基づき、自己査定における債務者区分ごとに
計算された貸倒実績率を基に算定するとともに、その結果については監査法人の監査を受けるなど、適正な計
上に努めております。 

２．リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関 
　リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は以下の４つの機関を採用しております。なお、エクスポージ
ャーの種類ごとに適格格付機関の使い分けは行っておりません。 
・株式会社格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ） 
・株式会社日本格付研究所（ＪＣＲ） 
・ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Ｍｏｏｄｙ'ｓ） 
・スタンダード・アンド・プアーズ・レーティング・サービシズ（Ｓ＆Ｐ） 

当金庫は、これまで内部留保による資本の積み上げ等を行うことにより自己資本を充実させ、経営の健全性・ 
安全性を十分保っていると評価しております。なお、将来の自己資本の充実策については、年度ごとに掲げる収支
計画に基づいた業務推進を通じ、そこから得られる利益による資本の積み上げを第一義的な施策と考えております。 
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（注） 

平成１８年度 

所要自己資本額 リスク・アセット 

イ． 信用リスク・アセット、所要自己資本の額 

ロ． オペレーショナル・リスク 

ハ． 単体総所要自己資本額（イ＋ロ） 

１．所要自己資本の額＝リスク・アセット×４％ 
２．「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフバランス取引及び派生商品取引の与信相当額です。 
３．「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、我が国の政府関係機関、土地開発公社、地方住宅供給公社、地方道路公社、外
国の中央政府以外の公共部門（当該国内においてソブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、国際決済銀行、国際通貨基金、
欧州中央銀行、欧州共同体、信用保証協会及び漁業信用基金協会のことです。 

４．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヶ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び
「ソブリン向け」、「金融機関向け」「法人等向け」においてリスク・ウェイトが１５０％になったエクスポージャーのことです。 
５．オペレーショナル・リスクは、当金庫は基礎的手法を採用しております。 
 
 
 
 
 
６．単体総所要自己資本額=単体自己資本比率の分母の額×４％ 

（単位：百万円） 

<オペレーショナル・リスク（基礎的手法）の算定方法>
粗利益（直近3年間のうち正の値の合計額）×15％ 

直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数 
 

÷8％ 
 

①標準的手法が適用されるポート 
　フォリオごとのエクスポージャーの額 

②証券化エクスポージャー 

１.ソブリン向け 

２.金融機関向け 

３.法人等向け 

４.中小企業等・個人向け 

５.抵当権付住宅ローン 

６.不動産取得等事業向け 

７.三月以上延滞等 

８.出資等 

９.その他 

９９７ 

９８９ 
 

７ 

１８２ 

３６９ 

１８４ 

６０ 

１９ 

７ 

２９ 

１２８ 

８ 

９６ 

１,１０５ 

２４,９４８ 

２４,７３４ 
 

１９３ 

４,５６９ 

９,２４３ 

４,６１５ 

１,５１５ 

４８７ 

１７６ 

７２９ 

３,２０５ 

２１４ 

２,４０２ 

２７,６４２ 

平成１９年度 

所要自己資本額 リスク・アセット 

１,００６ 

１,００２ 
 

５ 

２１２ 

３７７ 

１６０ 

５６ 

１５ 

６ 

３２ 

１３４ 

４ 

９５ 

１,１０２ 

２５,１７１ 

２５,０５０ 
 

１４７ 

５,３２２ 

９,４３９ 

４,０１６ 

１,４１１ 

３９８ 

１５３ 

８０２ 

３,３５８ 

１２１ 

２,３９８ 

２７,５７０ 

製 造 業  

農 ・ 林 ・ 漁 業  

鉱 業  

建 設 業  

電気・ガス・熱供給・水道業 

情 報 通 信 業  

運 輸 業  

卸 売 業 、小 売 業  

金 融 ・ 保 険 業  

不 動 産 業  

各 種 サ ー ビ ス  

国・地方公共団体等 

個 人  

合 計  

（単位：百万円） 

個別貸倒引当金 

期首残高 

９３ 

２７ 

６３ 

１０６ 

－ 

－ 

２ 

７４ 

－ 

３６ 

４３ 

－ 

４５ 

４９３ 

９３ 

２７ 

６３ 

１０６ 

－ 

－ 

２ 

７４ 

－ 

３６ 

４３ 

－ 

４５ 

４９３ 

１０１ 

－ 

４６ 

２５２ 

－ 

－ 

２ 

５４ 

－ 

２９ 

２９１ 

－ 

６１ 

８４１ 

平成１８年度 

当期増加額 

１５９ 

３１ 

５５ 

１５３ 

－ 

－ 

２ 

５５ 

－ 

３５ 

５０ 

－ 

２９ 

５７５ 

目的使用 

４３ 

－ 

－ 

０ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

１ 

３ 

－ 

２ 

５０ 

２７ 

－ 

－ 

１７５ 

－ 

－ 

－ 

１ 

－ 

２９ 

２５３ 

－ 

２４ 

５１２ 

その他 

５０ 

２７ 

６３ 

１０６ 

－ 

－ 

２ 

７４ 

－ 

３４ 

３９ 

－ 

４３ 

４４２ 

７４ 

－ 

４６ 

７７ 

－ 

－ 

２ 

５２ 

－ 

－ 

３７ 

－ 

３６ 

３２８ 

期末残高 
当期減少額 

１５９ 

３１ 

５５ 

１５３ 

－ 

－ 

２ 

５５ 

－ 

３５ 

５０ 

－ 

２９ 

５７５ 

９３ 

２７ 

６３ 

１０６ 

－ 

－ 

２ 

７４ 

－ 

３６ 

４３ 

－ 

４５ 

４９３ 

２４ 

－ 

－ 

２ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

０ 

２６ 

７４ 

－ 

－ 

３５ 

－ 

－ 

－ 

１ 

－ 

９ 

６３ 

－ 

１ 

１８６ 

業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高等 

（注） 当金庫は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。 

貸出金償却 
業 種 区 分  

平成１９年度 平成１８年度 平成１９年度 平成１８年度 平成１９年度 平成１８年度 平成１９年度 平成１８年度 平成１９年度 平成１８年度 平成１９年度 


